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UPA（統一親子関係法）とアメリカ家族法
樋　口　範　雄
　　　　　
1　アメリカにおける法律上の親子関係の確定
1）法律上の親子関係についての考え方
　子どもが生まれた場合、その子どもには親が存在する。アメリカ法は、伝
統的に、誰が親かという問題について「婚姻」（marital status）を重視して
きた 1。その結果、かつてはきわめて単純な親子関係確定ルールで十分とされ
た。婚姻関係にある夫婦に子どもが生まれれば、夫婦の夫が父であり、母は
分娩した妻である。その一方で、婚姻関係にないカップルに子どもが生まれ
た場合、その子どもには親はない（誰の子でもない、no one’s child）とい
うのである。婚外子（非嫡出子）は bastard （私生児）と呼ばれ、法律上も
残酷なほど差別的な取り扱いをされてきた。その子は養子縁組がなされて初
めて親を得た。要するに、婚外子の犠牲のもとに、単純明快なルールによっ
て法律上の親子関係が定められた。
　だが、その後、20 世紀半ばからようやく婚外子にも権利が認められるべ
きだとする考えが強くなった。同時に、婚姻関係にはない、婚外子の血縁上
の親（当時は、父の問題だけが意識されたので、unwed father ＝未婚の父
とも呼ばれた）にも一定の権利が認められるようになった。1970 年代にこ
のような大きな変化が生ずる原動力となったのは、連邦最高裁の一連の判
1　アメリカにおける親子関係の決め方については、たとえば、Brian H. Bix, The Oxford 
Introduction to U.S. Family Law 57 (Oxford 2013) など。
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決と 1973 年の統一親子関係法（Uniform Parentage Act: UPA、以下、1973
年のものをUPA（1973）と呼ぶ）である。
　その結果、法的な親子関係の鍵となるのは婚姻関係だけではなく、遺伝的
なつながり（genetic relation）に基づく親子関係にも注目するようになった。
1970 年代以降、婚外子にも未婚の父にも一定の範囲で親子関係に伴う権利
が認められたからである。しかし、それは、それまで重視された婚姻関係を
捨てて今後は遺伝関係を決定要因とするという明確な転換ではなかった。
　同時に、この段階では未婚の「父」が問題とされたように、親子関係確定
の場面でも「性による区別」（gender）が意識されていた。そもそも、かつ
て婚姻関係だけで法的な親子関係が決められていた時代に大きな力をもっ
たのは、marital presumption（婚姻関係に基づく推定ルール 2）だったが、
これも父母両方に当てはまるというより、実質は marital presumption of 
paternity（婚姻関係に基づく父の推定ルール）だった。つまり、昔から実
は婚姻関係だけではなく、親の性別（gender）による異なる取り扱いが当
然とされてきたのである。
　これは、ある意味で当然かつ自明のことでもあった。要するに、男には子
どもは産めないということである。婚姻中であれ婚姻外であれ、母は出産（分
娩）という事実によって確定する。それに対し、父が誰かは必ずしも自明で
はなく、20 世紀の相当遅い時代まで、法律上の親子関係確定ルールとは父
の定め方だった。
　それが一変する。現代のアメリカにおいて、法的な親子関係は父の定め方
だけではなく、あえていえば父母の定め方でもなくなってしまった。背景に
は、いくつかの変動要因がある。
　第 1 に、生殖補助医療が進展し、代理母が分娩する場合、母が誰かが問題
とされるようになった。
　第 2 に、2015 年の連邦最高裁判決以来、アメリカでは同性婚がどの州で
2　ここでは推定ルールと訳したが、婚姻による推定の効力は大きく、州によってははっきり看做
しルールと訳すべき場合もある。英米法では、conclusive presumption といえば、反証を許さ
ない推定、つまりは「看做し」を意味する。
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も公認されるようになって、親子関係の確定と性別が切り離された。現在で
は、男と男、女と女のカップルが親（つまり両親）だという事態が生じた。
　第 3 に、アメリカでは家族の多様性が高まり、かつてのように父と母がい
てその間に子どもがいるという核家族が多数といえなくなった。同棲が増え、
他方で離婚や再婚も増加した。連れ子で再婚した場合、再婚相手が親代わり
の役割を果たすことも多くなった。さらには、児童虐待などで親の資格を剥
奪される親も相当数いて、養子縁組制度により新しい家族が作られることも
珍しくない。親が育てられない場合に、祖父母が養育し、親ではない親族等
が養育に参加することもある。
　このような事態に対し、アメリカ家族法は、親代わりの存在にも一定の権
利義務を認めるようになった。これらの事象は、婚姻関係でも性別でも遺伝
関係でもない「親」あるいは「親代わり」の存在に着目するということであ
る。そして、このような法の傾向は、functional family law（機能的な見方
を重視する家族法）と呼ばれることもある。親が誰かという問題も、親代わ
りの役割（親としての機能）を果たしてきたのは誰か、今後も果たすべきは
誰か、という問いに転換される。それを表す functional parent という言葉
も生まれた。子どもとの絆・関係を築いた成人を親と認めることが、子ども
の最善の利益にとって最も重要だというわけである。
2）アメリカにおけるUPAの役割
　以上のように、アメリカ法において法的な親子関係を定めるうえで重要な
キー・ワードは、婚姻、性による区別、遺伝的関係、そして親としての役割
を果たす人（親代わり、functional parent）である。
　これら 4 つの言葉・概念の重要性は、今述べたように時とともに変化して
きた。しかし、現在でも、これら 4 つのキー・ワードはそれぞれ一定の重要
性を有する。
　当初は、婚姻と性による区分が重視され、その後、遺伝的関係を重視する
動きがあり、遺伝中心主義に移行するかに見えたが、そうはならなかった。
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むしろ、遺伝的関係とは無関係に、親代わりの存在の方が重要だと考えられ
るようになった。そして、その変遷は、1973年のUniform Parentage Act（UPA 
1973）から UPA（2002）を経て UPA（2017）までの歴史をたどることで理
解することができる 3。
　UPA は､ 最初の 1973 年法から、アメリカの親子関係確定に大きな影響を
与えてきた。何しろ婚外子にも婚姻中に生まれた子と同様の権利を与えるこ
とが UPA（1973）の眼目だったから、法的にも婚外子の親は誰かが問題と
なり、それによって決定した親に対し、婚姻中に生まれた子どもと同様に、
親としての義務を果たすよう要求することができるようになったのである。
　UPA とは、アメリカの統一州法委員会（Uniform Law Commission, 
ULC）が作成する州法のモデル法案の 1 つであり、UPA（1973）を採択し、
州の法律として制定する州議会がどれほどの数にのぼったかが影響力の指標
となる。UPA（1973）の場合、それを全面的に受け入れた州とほぼ同趣旨
の州法を制定したのが19州にのぼった 4。50州のうち半数にも満たないから
たいしたことはないようだが、そうではない。
　統一州法委員会の策定するモデル法案は何百とあるが、実はその大多数に
ついて、採択している州は 1 桁にとどまるものが多い。アメリカの場合、そ
れだけ州ごとに法が異なるのが当然であり法の統一が難しいことを示す。し
かも、基本的な考え方が判例法主義であるから、裁判所が一定のルールを示
せば、州議会が法律を作らなくてよい場合もある。したがって、統一州法案
の影響力は、単純に採択した州の数では決まらない。
　UPA（1973）の場合、法案作成の原動力は、婚外子への差別撤廃であり、
3　以下の記述は主として、Courtney G. Joslin, Preface to the UPA (2017), 52 Family L. Q. 
437 (2018) による。以下、Preface 頁数という形で引用する。なお、同じ著者の、Courtney G. 
Joslin, Nurturing Parenthood Through the UPA(2017), 127 Yale L.J. F. 589 (2018)も参照（以下、
Nurturing Parenthood として引用する）。
4　2020 年 5 月時点で、統一州法委員会のウェブページ（下記）によれば、UPA（1973）を採択
した州は 14 である。この 19 という数字は、UPA をそのまま採択するのではなく、州独自で、
しかし主な趣旨としては同様の法律を制定したところを含むからである。
https://www.uniformlaws.org/committees/community-home?CommunityKey=10720858-
ebe1-4e85-a275-40210e3f3f87
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同じ時期に連邦最高裁が婚外子差別の州法をいくつも違憲と判断した。その
中で 19 の州が早期に UPA（1973）を採択したのは画期的なことだったので
ある。
2　UPA（1973）
　最初の UPA（1973）が策定された契機は、ハリー・クラウス教授によ
る 1966 年の論文である 5。彼はその論文公表当時３０代半ばであり、その後
UPA（1973）策定の責任者となった 6。
　その当時、アメリカの大多数の州法では婚外子を差別していた。それは不
公正であり、違憲とすべきものだった。だが、その時点では、多くの人がそ
れを当然と考えていたわけである。クラウス教授によるこの論文は、それに
対し明確な異議を唱えた。そして、それに応えて、1969 年、統一州法委員
会に調査グループが設置された。その検討中に、連邦最高裁が一連の判決で
婚外子差別の法律を違憲とした 7。連邦最高裁は、何らかの不利益を法律上負
わせるには当該個人の責任や非行に基づかなければならないということがア
メリカ法の基本原則であり、それに婚外子差別は違反すると明言した。出生
のときの地位・状況に基づく差別は、子ども自身には何の責任もないわけで
5　Harry D. Krause, Bringing the Bastard into the Great Society—A Proposed Uniform Act on 
Legitimacy, 44 Tex. L. Rev. 829 (1966). クラウス教授は、次の論文でも婚外子差別の撤廃を強
く主張した。Harry D. Krause, Equal Protection for the Illegitimate, 65 Mich. L. Rev. 477 (1967).
6　彼は 1977 年に家族法のケースブックを出版し、それは 2017 年の第 8版まで続いた。彼の手に
なるFamily Law in a Nutshell も有益な概説書だった。なお参照、
https://www.familylawprogram.com/remembering-harry-krause
https://blogs.illinois.edu/view/7000/682825
7　たとえば、Weber v. Aetna Cas. & Sur. Co., 406 U.S. 164 (1972) ( ルイジアナ州法による労災補
償制度では、死亡した労働者の婚姻内の子どもには補償がなされたが、婚外子には補償しない
としていた。これが違憲とされた ); Levy v. Louisiana, 391 U.S. 68 (1968) ( これもルイジアナ州
法で、親が不法行為で死亡した場合、婚外子には損害賠償請求権がないとしており、違憲判断
が示された )。他の判例などは、樋口範雄『アメリカ憲法』480 頁以下（弘文堂・2011）。なお
婚外子差別には、性差別と同様に、中間審査基準という憲法判断基準が適用されたが、中間審
査とはいってもその内実は、厳格審査に次ぐ厳しい審査であり、決して一番緩やかな合理性審
査と厳格審査の中程ということではない。
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あるから、明らかに平等保護条項に反する 8。
　これら一連の連邦最高裁判決は、この問題について統一州法を策定するこ
とが必要かつ時宜を得たものだとする動きを後押しした。その結果、UPA
（1973）の主たる目的は、婚外子と婚姻内で生まれた子を平等に取り扱うこ
とを明確にし、憲法に適合するような親子関係法を策定するよう各州を支援
することとされた。実際、UPA（1973）は 20 に近い州で受け入れられた 9。
そして、婚姻を中心に考えられてきたアメリカにおける法的な親子関係につ
いて、大きな転換点となった。
3　UPA（2002）
　1990 年代になると、UPA に再び検討の契機が訪れる。その理由はいくつ
かある。
　第 1 に、これはすべての統一州法についていえることであるが、アメリカ
では、同じ統一州法案を各州議会が採択しても、その解釈はそれぞれの州裁
判所による。それぞれの州の最高裁が示した解釈がその州制定法の最終的解
釈となる。その結果、統一州法案のはずが、それぞれの裁判所の解釈を通し
て統一されていないという現象が起きる。UPA（1973）の解釈についても、
州によって異なるものが現れた。
　第 2 に、こちらの方が重要だが、UPA（1973）で扱われなかった親子関
係の問題がその後でいくつも生じた。まず、遺伝子検査技術の進歩により、
親子関係の鑑定が容易になった。さらに生殖補助医療の進展により、UPA
の全体的再検討が必要になった。たとえば、1980 年代末の Baby M 事件は、
代理母が母か、依頼した夫婦の妻が母かという、それまでにないまったく新
たな問題を提起した 10。
8　Weber v. Aetna Cas. & Sur. Co., 406 U.S. 164, 175 (1972).
9　言うまでもないが、その他の州でも婚外子差別の法律は、合衆国憲法の平等保護条項に反する
として違憲とされ効力をもたない。
10　Matter of Baby M, 537 A.2d 1227 (N.J.,1988). なおこの判決については、樋口範雄「代理母訴
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　UPA の改正案が統一州法委員会で承認されたのは 2000 年である。統一州
法案は、アメリカ弁護士会でも承認されて正式公表されるのが慣例である。
そこで翌年、アメリカ弁護士会（American Bar Association: ABA）の議論
になったが、ABAではただちに承認されなかった。
　ABAの議論では、2000 年の改訂案に異議を唱える理由として、UPA（1973）
の目的だった、婚姻内であると婚姻外であるとを問わず子どもは平等に取り
扱うという原則が十分守られていないとする批判があった11。たとえば、この
案では、実は遺伝上のつながりがなくても夫であれば marital presumption
によって父とされていたのに対し、UPA（1973）で認められた、夫ではなく、
さらに遺伝的関係がなくとも、父として世間に振る舞ってきた人を父と推定
する規定（holding-out presumption）が削除されていた。さらに、生殖補助
医療についても、第 7 編および第 8 編は、婚姻しているカップルにだけ適用
ありとされていた（当時、婚姻の認められなかった同性愛カップルには適用
のないものだった）。
　ここでも、婚姻している父には保護が与えられるが、婚姻していない父に
は保護がなかった。要するに、2000 年の UPAは、「婚姻」と「性別」にこだわっ
た規定が存続していたわけである 12。そこで、統一州法委員会はABAと協議
を重ね、18 ヶ月後に妥協案が作られた。それがUPA（2002）である。
　UPA（2002）では , holding-out presumption が復活し、第 7編および第 8
編も婚姻関係から中立的な表現になった。そして2003年、ABAはUPA（2002）
を承認した。
　このような経緯で成立した UPA（2002）は、速やかに 11 州で採択され
訟判決－ニュー・ジャージー州ベィビーＭ最高裁判決をめぐって」法学教室 96 号 76 頁（1988）
参照。
11　この経緯については、John J. Sampson, Preface to the Amendments to the Uniform 
Parentage Act (2002), 37 Family Law Quarterly 1-4 (2003) 参照。
12　それでもABAとの協議中に、ごく少数の州ではUPA（2000）を採択したところがある。正
式にこの時期のUPAとして公表されるのはUPA（2002）になるが、それらの州でUPA（2000）
を採択したままのところもある可能性がある。Preface, supra note 3, at 441 n.22.
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た 13。その結果、UPA（1973）を維持した州と合わせて過半数を超える州が
UPAを採択し、それぞれの州議会で法律とした。
　UPA（2002）の大原則は次のように表現される 14。
「結婚していない男女の下で生まれた子ども、しかもそれが生殖補助医療で
生まれた子どもや代理懐胎契約を結んで生まれた子どもであっても、婚姻中
のカップルに生まれた子どもと同一の権利をもち、子どもの親や親となろう
とする者との関係も同一に取り扱うべきだ」という基本原則を推進する。
　ただし、この文章の冒頭（男女という表現）でも明らかなように、子ども
の親となるカップルは男女であることが前提とされていた。男と男、女と女
の同性愛カップルについては、問題解決が先送りされた 15。UPA（2002）では、
婚姻しているかしていないかによる区別・差別は生殖医療の場合でも子ども
に影響を与えないとする新たな原則は打ち立てたものの、同性婚については、
当時まだまだ議論が分かれていて先送りとなった。
4　UPA（2017）
1）UPA再改訂の動き―同性婚に対する法の急激な変化
　アメリカでは、その後予想以上に同性婚の合法化の動きが速かった。昔を
振り返れば、たとえば、1971 年、Baker v. Nelson という事件で、ミネソタ
州の 2 人の男性が結婚しようと結婚許可書を求めて拒絶され裁判所に訴え
た。ミネソタ州最高裁は、これを簡単に退けた。2 人が同性だからという単
13　統一州法委員会のウェブページ（下記）を 2020 年 5 月時点で参照すると、イリノイ州からテ
キサス州まで 11 の州がUPA（2002）を採択した。
https://www.uniformlaws.org/committees/community-home?CommunityKey=5d5c48d6-
623f-4d01-9994-6933ca8af315
14　Sampson, supra note 8, at 3.
15　当時、アメリカでは、同性婚を認めるべきか否かはすでに大きな問題となっていたが、実際に、
同性婚を認めた最初の州は 2004 年のマサチューセッツ州だった。
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純明快な理由である。ミネソタ州法上、結婚は当然に異性間だとされてきた
からである。この事件は連邦最高裁に上告されたが、連邦最高裁も、何ら連
邦法上の問題が含まれていないとして棄却した。つまり、連邦最高裁も、こ
の時点では、同性婚には連邦憲法上保護すべき権利がないと考えていた 16。
　ところが、1993 年、ハワイ州最高裁が、同性婚を否定することを正当化
するには、やむにやまれぬ州の利益があることと法規制の手段が他の方法が
ないほど限定的なものでなければならないと述べて、州憲法上の厳格審査を
適用し全国的な関心を集めた 17。これに対し、連邦議会は、1996 年、Defense 
of Marriage Act（DOMA、婚姻防衛法）を成立させ、連邦法上、同性婚を
認めないことを明らかにした。そもそもまだこの当時は、同性愛行為自体を
犯罪とする州が相当数存在した。
　しかしながら、わずかその数年後の 2003 年、連邦最高裁は、同性愛を犯
罪とする代表例であるテキサス州法を違憲とした18。これによりカンザス州、
ミズーリ州など同様の法律（sodomy law と呼ばれるもの）も当然に違憲と
され、法の執行ができなくなった。
  そして 2004 年、マサチューセッツ州が最初に同性婚を認める州となった。
2004 年は大統領選挙の年であり、それに合わせて行われた州民投票で、アー
カンソー州、ジョージア州、ケンタッキー州、ミシガン州、ミシシッピ州、
モンタナ州、ノース・ダコタ州、オハイオ州、オレゴン州、ユタ州では､ 州
憲法を改正して婚姻は男女の間のものだと明記した。同性婚を認めるべきか
否かが多数の州で大きな争点となり、否定派（伝統派）は州憲法に同性婚禁
止を明記しようとしたわけである。
　だが、4 年後の 2008 年にはカリフォルニア州最高裁が同性婚禁止を州憲
法上違憲と判断する。それに対抗して、Proposition 8 と呼ばれる州憲法改
16　Baker v. Nelson, 191 N.W.2d 185 (Minn. 1971); Baker v. Nelson, 409 U.S. 810 (1972).
17　Baehr v. Lewin, 852 P.2d 44, 74 (Hawaii 1993).  See also, Michael D. Sant'Ambrogio & Sylvia 
A. Law, Baehr v. Lewin and the Long Road to Marriage Equality, 33 U. Hawai'i L. Rev. 705 
(2011).
18　Lawrence v. Texas, 539 U.S. 558 (2003).
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正案について州民投票が行われ、同性婚禁止が州憲法に取り入れられた（カ
リフォルニア州の同性婚はこの時は半年という短命に終わった）。しかしな
がら、同じ年、コネチカット州最高裁が違憲判断を下し、同性婚が認められた。
　2009 年には、アイオワ州最高裁が同様の違憲判断を示しただけでなく、
バーモント州とニュー・ハンプシャー州、さらに首都ワシントン（コロンビ
ア特別区）で議会制定法による同性婚を認める法律が通った。
　しかし、2010 年時点では、まだアメリカ全体としては同性婚に否定的だっ
た。29 の州では州憲法で同性婚禁止を明示し、12 州では州法で同性婚を禁
止していた。合わせれば 41 州で否定していたわけである。
　ところが、2011 年にニュー・ヨーク州が同性婚を認める法律を制定し
た頃から、急激な変化が生ずる。2012 年には、ワシントン州とメリーラ
ンド州の州議会がそれに続き、2013 年に連邦最高裁が、United States v. 
Windsor19 という判決で、先に紹介した婚姻防衛法（DOMA）を違憲とした。
その影響力は甚大で、一種の雪崩現象のようになり、各州で同性婚を認める
動きが相次いだ。カリフォルニア州、ニュー・ジャージー州、ニュー・メキ
シコ州が裁判所の判決により、ロード・アイランド州、デラウェア州、ミネ
ソタ州、ハワイ州、イリノイ州が州議会の法律により同性婚を認めた。その
動きは 2014 年にも継続し、オレゴン州とペンシルバニア州で、裁判所が同
性婚を認めた。
　そのような最中に、2015 年の連邦最高裁判決、Obergefell v. Hodges20 が
出された。この判決は、（州憲法ではなく）合衆国憲法上、すべての州は同
性愛カップルにも結婚許可書を出す義務があるとし、さらに、他州で有効に
認められた同性婚をすべての州が有効と認めなければならないと明言した。
　これまで各州で、それぞれの州憲法や州の法律に基づいて同性婚を認める
か否かが争われてきたが、この連邦最高裁判決により、アメリカ全土での法
19　United States v. Windsor, 570 U.S. 744 (2013).　この判例について、簡単には、樋口範雄「は
じめてのアメリカ法」280 頁（補訂版、有斐閣・2013）。
20　Obergefell v. Hodges, 576 U.S. 644, 135 S.Ct. 2584 (2015).
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律的な論争は決着した。すべての州で、合衆国憲法上、同性婚の禁止はでき
ないとされたからである。
　2010年時点からわずか 5年でこの変化である。連邦最高裁判決Obergefell 
v. Hodges が出される直前に、統一州法委員会では、同性婚が広く認められ
るようになった現実に対し、UPA の改訂が必要であり喫緊の課題だとする
メモを公表した。同性婚のカップルへの差別も、性による差別であり、彼ら
が養育している子どもたちを法的に不安定な状況においていると述べて､ 現
状の問題点を強調した。
　同性婚をめぐる急激な法的状況の変化は、UPA（2002）で同性婚につい
ては先送りとしていたものが、もはや先送りできない状況になったことを意
味した 21。
　そこで UPA（2017）という改訂案の作成になる。2020 年 5 月時点で、
UPA（2017）は、すでにカリフォルニア州、バーモント州、ワシントン州
の 3州が採択し、他に 6つの州議会がそれを審議中という状態である。
　以下、UPA（2017）の内容を簡潔に紹介する。
2）UPA（2017）の要点
　当初、UPA（2017）の論点は、以上のような経緯から、同性婚とそれに
伴う親子関係確定の問題に限定されていた。具体的には、同性婚に関する論
点、代理母に関する論点、そして子どもの遺伝的情報を知る権利の 3 つであ
る 22。
  しかし、事実上の親代わり（de facto parentage）の存在や、強姦によって
妊娠した場合の子どもの問題なども取り入れて、全面的な再検討が行われた。
21　2017 年時点において、アメリカの親子関係法が性差別や性的指向（同性愛など）を差別する
要素があるとし、特に LGBT（lesbian, gay, bi-sexual and transgender）の人たちへの保護に
欠けると論じたものとして、Douglas Nejaime, The Nature of Parenthood, 126 Yale L.J. 2260 
(2017).　Nurturing Parenthood, supra note 3 は、この論文に応えるものとして書かれ、UPA
（2017）で、そこで指摘されているほとんどの問題は解決したと主張した。
22　Preface, supra note 3, at 443.
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　その結果、親の婚姻状況（結婚しているかいないか）ではなく、父親と母
親を区別するのでもなく、さらに遺伝的関係だけを重視するのでもない、新
たな枠組みのもとに、法的な親子関係を定めるUPA（2017）が誕生した 23。
　その要点は､ 次の 6つに整理することができる 24。
①同性カップルに生まれた子どもに平等な取扱いを保障すること
　同性婚承認の急激な動きを反映して、UPA（2017）の第 1 の課題は、同
性婚カップルに生まれた子どもも、異性婚の場合と平等に取り扱うことを明
示する点にあった。
イ）そのためにまず、従来の UPA が性別を明示し、男と女（man and 
woman）という用語で表現されていたものを、gender-neutral（性中立的）
な表現に改めた。
　典型例は、marital presumption（婚姻に基づく推定規定）で、従来は、「男
性と子どもの母が結婚しており、子どもが婚姻中に生まれた場合、その男性
は子の父と推定される」25と規定していた。生殖補助医療を扱ったUPA（2002）
の第 7編および第 8編でも、明らかに異性の婚姻カップルを対象としていた。
「第 704 条により女性が生殖補助医療を受ける際に、その子どもの親になる
ことを意図して、精子を提供し、または同意した男性は、生まれた子の親と
する」と規定していたからである。
　だが、先に紹介したように 2015 年までに、同性婚が公的・法的に承認さ
れると、これらの規定は時代遅れになった。2017 年の連邦最高裁判決では、
同性婚カップルに生殖補助医療で子が生まれた場合、出生証明書に、そのカッ
プル（つまり、男と男、または女と女）の名前を親の欄に記入するよう命じ
た 26。このように、UPA（2017）は、異性婚を前提とした男と女という表現を、
23　このような点は、Nurturing Parenthood, supra note 3, at 599-609でより簡潔に説明されている。
24　以下の記述は、Preface, supra note 3, at 444-468 による。
25　UPA（2002）§ 204(a)(1).
26　Pavan v. Smith, 137 S. Ct. 2075, 2077 (2017). アーカンソー州では、女性同士の同性婚カップル
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個人（individual）という用語に改めるなどして、言葉のうえでも性による
区別を廃棄した。
　実は、UPA（1973）も UPA（2002）も、男性を法律上父と確認するため
の規定について、女性を母とする場合にも平等に適用すると明記した規定を
含んでいた 27。したがって、UPAを総体として解釈すれば、男と女という言
葉に拘泥することなく、裁判所による柔軟で適切な解釈に委ねることも考え
られた。だが、条文で明確に「男性」とあれば、男性の場合にだけその条項
は適用されると解釈する裁判所も一定数存在した 28。
　UPA（2017）は、これらの条文を 1 つひとつ、男女という表現を廃止し
て、明白に gender-neutrality（性別で区別しない中立的用語）で統一した。
その結果、子どもを産んだ女性と婚姻している「個人」は子どもの親と推定
する、ということになり、「個人」は男性だけでなく、女性同士の同性婚の
場合の女性も含むことになった。
　しかし、完全に性中立的な言葉に代えると、先の条項でいえば、「子ども
を産んだ女性」というところに「女性」が残っているので、それをも取り除
くことになる。ただそれでは不都合な例も生ずる。具体的には、徹底的に性
中立的な用語にすると、「ある子どもについての法的な親と婚姻している配
偶者は、子どもの親と推定される」ことになる。ところが、それだと次のよ
うな奇妙な例が生ずる。
が人工授精で子どもを生み、出生証明書を求めたところ、産んだ母だけを記入した証明
書を発行し、もう 1 人の女性の名前を記入することを拒んだ。連邦最高裁は、2015 年の
Obergefell v. Hodges 判決の趣旨は、同性婚を異性婚と差別しないところにあるとしてこのよ
うな取扱いを違憲とした。
27　Preface, supra note 3, at 446. See, e.g., UPA（1973）§21; UPA（2002）§106.
28　アメリカでは、制定法の解釈は文理解釈であるべきだとする伝統がある。たとえば、In re A.E., 
No. 09-16-00019-CV, 2017 WL 1535101, at *10 (Tex. App—Beaumont Apr. 27, 2017, pet. filed) 
(mem. op.)（テキサス州家族法では、男性について婚姻中に生まれた子を父とするという規
定がある。女性同士の同性婚カップルについて、産んだ子の配偶者である女性にもこの規定
を適用して親と認めるべきだとする訴訟が退けられた。裁判所は、「夫」と「妻」という言葉
はそれ以外に解釈できないと明示し、それを変更するのは裁判所ではなく州議会の任務だと
した）。なおこの判例について、Anna K. Teller, et al., Family Law, 4 SMU Ann. Tex. Surv. 
161, 164 (2018)https://scholar.smu.edu/smuatxs/vol4/iss1/8
（13）
武蔵野法学第 13 号
137
「ある男性が妻以外の女性との間で子どもができた場合、男性が（すぐ後で
紹介する）認知手続等で法的にも親と認められる場合、その男性と婚姻して
いる妻が､ その子どもの親と推定されることになる」29。このような事例は、
生殖補助医療と無関係のケースであり、この場合なら明らかに子どもを産ん
だ女性が親である。それにもかかわらず、男性の妻も親と推定されて、この
子どもには親が 3人（男性と女性 2人）いることになる。
　もちろん、現代のアメリカでは、子どもの親は 2 人という前提自体が崩れ
ているケースも多いが 30、それは、このような昔からの不倫で子どもが生ま
れたケースのためではない。
  そこでUPA（2017）では、できる限り性中立的な用語に代えることにしたが、
このような場面では、「子どもを産んだ女性」という用語を残した部分がある。
　しかし、従来なら当然性別を明らかにした表現で規定された部分について、
UPA（2017）では、特に生殖補助医療に関する条項において、同性婚が公
認された結果、「個人」という性中立的な用語に置き換えた部分が目立つ。
たとえば、703 条は次のようになっている。
　An individual who consents under Section 704 to assisted reproduction 
by a woman with the intent to be a parent of a child conceived by the 
assisted reproduction is a parent of the child.（704 条に従い、ある女性が
生殖補助医療を受けて子どもを産むことに同意し、それによって生まれた子
の親になろうとする「個人」はその子の親となる）31。
29　Preface, supra note 3, at 449.
30　生殖補助医療のケースや、離婚して子どもに継親がいる場合、養子縁組でも実親と断絶しな
い形をとる場合、祖父母などが親代わりとして養育する場合など。親または親代わりの数が 2
人を超える場合も多様に存在し、それは全体として、現代のアメリカにおける家族の多様性
を示す。なおUPA（2017）では、親の数を 2人より多く認めるか否かについて選択肢を示し、
各州の判断に委ねた。後掲注 43 に対応する本文参照。
31　UPA（2017）§703. 英文法令を日本語にする場合、「個人」より「者」の方が適切だと思われ
るが、ここでは individual をそのまま「個人」と訳した。
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ロ）認知登録の手続整備
　同性婚で生まれた子を異性婚の場合と同様に取り扱う重要な点として、
UPA（2017）では、自発的な認知手続の改正を行った。アメリカでは、近年、
婚姻ではなく同棲を選択する人が増加し、すでに 2009 年時点で、アメリカ
で出生した子どもの 41％が婚姻していない女性から生まれていた 32。このよ
うなケースでは、分娩した女性は当然に親とされたが、問題は父の確認であ
る。
　連邦政府は、子どもの扶養義務を負う親にその責任を果たすよう強制する
連邦法を制定するとともに､ 各州に対し、子どもの福祉のための連邦補助金
を給付する条件として、子どもの父が任意で子どもを認知し、州当局に登録
する制度を作るよう働きかけた。これにすべての州が応えて「父の自発的認
知登録制度」（voluntary acknowledgment of paternity: VAP) がどの州でも
整備された。これに登録することで、裁判所において父子関係を確認する判
決と同様に、連邦憲法の重要条項である、他州判決等への「信頼と信用条項」
に基づき、他州でもその有効性を認め、父に対し子どもの扶養料支払義務執
行をすることが可能になった。
　しかしながら、この VAP は、明らかに父による認知登録によって、子ど
もとの親子関係を確定する制度である。そして、異性のカップルを前提とし
ていた。ところが、同性愛のカップルにとっては、子どもを分娩した女性の
配偶者は男性ではない。ここでも性別を前提としたVAPに修正が必要になっ
た。そこで、UPA（2017）では、子どもの遺伝的な父ばかりでなく、親に
なろうと意図した人や親として推定される人もまた、このシステムを利用で
きることにした。その結果、女性と女性のカップルの子どもについて、子ど
もを産んでいない女性が認知登録できるようになった。そもそもこのシステ
ム自体、「親子関係の認知」（acknowledgment of parentage: AOP）と改称
32　Leslie J. Harris, Voluntary Acknowledgments of Parentage for Same-Sex Couples, 20 
Am. U. J. of Gender, Soc. Policy & L. 467, 475 (2012). Available at SSRN: 
https://ssrn.com/abstract=2884370
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された。
②遺伝的関係のない親の承認
　先に述べた女性と女性のカップルの子どもについての認知登録もそうだ
が、UPA は従来から、遺伝的関係によって親子関係を確定してきたわけで
はない。
　たとえば、そもそも marital presumption 自体、当初は、婚姻している夫
を遺伝的関係の有無を問わず法律上の父と推定する仕組みだった 33。それが
性中立的な表現になっても、遺伝的な関係にない配偶者を親と推定する規定
であることは変わらない。さらに UPA（2017）では、生後 2 年までに訴え
を提起しないと、反証が許されなくなると定めた 34。
　同様に、遺伝的関係がなくとも法律上親とする仕組みに、いわゆる
holding out presumption（親であるかのような外観を呈したものは親とす
る推定）がある。UPA（1973）では、子どもが未成年の間に、男性が自分
の家に子どもを受け入れ、自分の子であるように振る舞っていた場合、その
男性は親と推定されると規定していた 35。ただし、UPA（1973）では、この
推定がなされるうえで時間的制約がなく、子どもが未成年の間ずっと推定規
定が適用されることになっていた。ところが、UPA（2000）の改訂経緯に
おいて､ いったんこの規定が削除されるなど議論がなされ、規定は存続した
ものの、UPA（2002）では、「子どもが生まれてから 2 年間、子どもと一緒
に同居し自分の子のように振る舞った場合」という時間的限定がなされた
（UPA（2017）もそのままこの規定を承継した）。しかし、いずれにせよ遺
伝的関係のない親子関係を認めた規定である。
33　UPA（2017）では、婚姻中の「配偶者」としているので、夫（男）だけでなく、女性同士の
同性婚なら女性配偶者も親とされる。しかし、この女性は子どもとの間に遺伝的関係はない。
34　UPA(2017)§607 (a).
35　UPA(1973)§4(a)(4).　もちろんこの当時は、父の確定が問題だったので、性別を明らかにした
規定だった。このような法理は、州の裁判所によって、equitable estoppel（エクイティ上の
禁反言）とか、equitable adoption（エクイティ上の養子）と呼ばれた。
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　さらに忘れてならないのは養子縁組の制度であり、これまた遺伝的関係の
ない親子関係を法によって作る制度である。
　これらに加えて、同性婚ありきの UPA（2017）では、さらに同様の例が
増えた。第 7 編の代理母以外の生殖補助医療によって生まれた子どもの規定
と､ 第 8 編の代理母によって生まれた子どもの規定は、全面的に性中立的な
表現に変更された。そしてこれらの生殖補助医療と同性婚の組み合わせは、
必然的に、遺伝的関係のない親子も法律上親子と認める例の増加を意味する。
　しかも、UPA（2017）は、de facto parentage（事実上の親）という規定
を新設した。これは、前述の holding-out presumption だけでなく、各州の
制定法や判例の傾向として、遺伝的な関係がなくとも、事実上親の役割を果
たしている人を親と認める傾向があることを反映したものである。
　UPA（2017）は、holding-out presumption を承継したが、その適用を
子どもの生後 2 年の間に限定した 36。しかし、親代わりになる人が生後すぐ
ではなく現れる場合もある。そこで、UPA（2017）609 条では、de facto 
parentage（事実上の親）という新たな概念を立てて、子どもが未成年の間
であれば、親代わりの役を果たしている人に法律上も親となる機会を提供し
た 37。
　ただし、子どもの養育に協力しても､ 法律上の親となるつもりのない人も
いる。そこで、UPA（2017）は、この規定に基づき裁判所が親として認定
する場合の原告適格は、本人だけに限定した。たとえば、一緒に暮らしてい
る子どもの親や、子どもの扶養費をいったん肩代わりしてそれを求償しよう
とする子どもの保護当局には、訴える資格がない。
　したがって、たとえば 1 歳の子どもがいる女性の家で同居し、その後 8 年
にわたって養育に協力し自分が父であるかのように振る舞ってきた男性は、
先の holding-out presumption 条項では親になることができない（生まれて
すぐに同居する要件があるので）。しかし、「事実上の親」に関する条項によっ
36　UPA (2017) §204(a)(2).
37　UPA (2017) §609.
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て、本人がそれを望むなら親となることができる。ただし、それは、他にも
親として名乗りを上げている人がいない場合に限られており、「事実上の親」
という新設の条項がどこまで利用できるかは、今後を待つほかない。遺伝的
関係はないが、親となろうとする人が競合する場合については、次項の定め
による。
③親となろうとする人の競合
　親になろうとする人が複数現れる事例は、UPA の当初から想定されてい
た。たとえば、UPA（1973）でも、marital presumption によって父と推定
される配偶者（夫）と、実際に母子と同居し、holding-out presumption と
いう推定規定で自らが父であると主張する者があった。そのような競合が
生じた場合について、UPA（1973）では、少なくとも「当該事実において、
どちらの推定がより重大な政策的考慮に基づいているか」で判断するように
という規定を置いていた 38。
　UPA（2002）はこのような競合事例を直接対象にした規定を置かなかった。
しかし、その 608 条で、遺伝検査をするか否かという形で、このような事案
に対処するよう命じていた 39。具体的には、裁判所が遺伝検査を命じないと
の決定をすれば、婚姻による推定により分娩した母の配偶者が父となる。だ
が、遺伝検査を命じて、自らが父だと主張する者に遺伝関係があるとされれ
ば、その者が父とされる。したがって、問題は、裁判所が遺伝検査を命ずる
か否かであり、同条では 9 項目の事項を列挙して、その判断要素とした。だ
が、それでは明確な基準が示されたとはいえなかった 40。
　UPA（2017）は、この点についてより明確なルール提示しようとした。
子どもを分娩した女性以外に、2 人またはそれ以上の者が、自らを親だと主
38　UPA(1973)§4 (b). ただし、そのコメントでは、婚姻関係に基づく父の推定を覆すには、「明確
かつ説得力ある証拠」が必要だと強調していた。
39　UPA(2002)§608.
40　これは、遺伝的関係で決着させようとする規定ではない。裁判所が遺伝検査を命ずるか否か
の裁量権を有しており、その判断で、結果的に遺伝的関係のない人を親とすることもできた。
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張する場合には、裁判所は次のような要素を考慮して決定すべきだとした 41。
　　（1）子どもの年齢
　　（2）それぞれの親候補者が子どもの親としての役割を果たした期間
　　（3）それぞれの親候補者と子どもとの関係
　　（4）それぞれの親候補者との関係を否定された場合に子どもが被る危害
　　（5）それぞれの親候補者が親であると主張する根拠
　　（6）その他、それぞれの親候補者との関係否定により子どもに危害が生
　　　　ずる蓋然性や、その他衡平上の要素
　これらに加えて、当事者のうち遺伝検査に基づいて他の候補者の親として
の地位を否定する者がいる場合には、裁判所に対し付随的に次の事情も考慮
するよう命じている。
　　（1）他の候補者が遺伝的な親ではないかもしれないとの発見に至る事情
　　（2）他の候補者について、その者が遺伝的な親ではないかもしれないと
　　　　知らされた時点と、本件手続の開始時点との間の時間的長さ
　以上のような考慮要素によって、裁判所は、競合する親候補者の優劣を判
断すべきだとする。同条のコメントでは明示していないが、結局のところ、
このような諸事情によって判断するのは、どのような決定が子どもの最善の
利益に資するかである 42。
　さらに、この 613 条では、かつての UPA では取り上げてこなかった課題
も取り上げた。それは、親の数の問題である。UPA（2017）613 条は 2 つの
選択肢を提示し、それぞれの州議会の判断に委ねた 43。
　選択肢 A は、親の数を 2 人として、伝統的な立場を維持する。それに対
41　UPA(2017)§613. ただし、ここに列挙されている事項は、UPA(2002)§608 で遺伝検査を命ず
るか否かで考慮すべき事項と同様である。
42　Nurturing Parenthood, supra note 3, at 605 では、明確に、この規定は遺伝的関係ではなく、
実際にいずれの候補者が子どもとの間に実質的な関係・絆（social bonds）を有しているかを
重視して判断すると述べる。
43　UPA(2017)§613, Alternative A and B. 
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し、選択肢 B では、それを選択した州の裁判所は、例外的に親が 3 人いる
状態を認めてもよいとする。すでに 5 つの州では､ 州の法律で裁判所に 2 人
を超えた親の存在を法的に認めてよいとしたところがあり、9 つの州（正確
には、コロンビア特別区を含むので 8 つの州と首都ワシントン地区）は裁判
所がそれを認めた。選択肢 B はこのような近時の傾向を反映させたもので
ある。もっとも、そうしないと子どもに危害を及ぼすという場合に限定した
ので、UPA（2017）上ではまれにしか認められないとしている 44。
④性的暴行（強姦）により妊娠して生まれた子の親子関係
　UPA（2017）では新たな問題も取り上げた 45。アメリカでは、推計で、年
間 1 万 7000 人から 3 万 2000 人の子どもが、強姦によって妊娠したケー
スだという。2015 年に連邦議会はこの状況に対し、Rape Survivor Child 
Custody Act（強姦からのサバイバーと子どもの監護権に関する法律）を制
定した。これは各州に補助金を出して、強姦によって妊娠した女性が加害者
の親たる資格を喪失させる裁判手続を整備するよう支援する趣旨のものであ
る 46。
　UPA（2017）では、これに対応して、強姦罪で有罪となった加害者と、
刑事事件にならなくとも、明白かつ説得力ある証拠により、性的暴行があり
それによって妊娠が生じたと裁判で証明される場合の加害者は、親とはなら
ないと明示した 47。
　この裁判は、子が生まれてから 2 年以内に提起しなければならない 48。さ
44　なお、このように競合的な親候補者が名乗り出て、裁判で争う事例が増加しているという。
Preface, supra note 3, at 460.
45　UPA(2017)§614.
46　この条文挿入の背景については、次の資料参照。Parental Rights and Sexual Assault, Nat’l 
Conf. St. Legislatures (June 21, 2019),
http://www.ncsl.org/research/human-services/parental-rights-and-sexual-assault.aspx.
47　ただし、例外として、制定法上は女性が未成年者であるために（同意は無効として）強姦と
されるが、ほぼ 18 歳に近い年齢で事実としては強姦といえない場合など適用除外を定めて
いる。
48　もっともその裁判で、当該男性が、子どもとの間で絆を形成するような行動をとっていた場
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らに、親ではないと認定した場合でも、加害者に対し、子どもの扶養費支払
や出産に伴って要した費用について支払命令を出すことができるとする 49。
⑤代理母と親子関係 50
　UPA（1973）は、生殖補助医療の中で人工授精によって生まれた子の問
題だけを扱った。当時の生殖補助医療の状況を示すものであると同時に、そ
れを利用する親希望者も婚姻した夫婦だけを対象としていた。
　だが、その後生殖補助医療はめざましく発展した。1990 年代後期までに、
統一州法委員会はこのテーマを取り上げざるをえないと決断したが、UPA
（2002）では、代理母を対象とした第 8 編自体が括弧書きに入れられ、各州
で第 8 編を含めて採択するか否かを選択できるようにした。その時点では、
各州によって代理母などの生殖補助医療に対する態度がさまざまだったから
である。
　また、その第 8 編では、伝統的な代理母（代理母といいながら遺伝的関係
をもつ母）と代理懐胎（卵子は依頼女性のものであり、代理母は遺伝的関係
をもたない）とを区別していなかった。さらに、代理母について慎重な手続
を定め、妊娠前に代理母契約をチェックする手続と出生後の親子関係確定手
続の 2 つを必要としていた。だが、残念ながらこの第 8 編は不人気で、採択
したのはユタ州とテキサス州の 2つにとどまった。
　UPA（2017）は、生殖補助医療に関する規定を全面的に見直して、代理
母以外の生殖補助医療を第 7 編、代理母については第 8 編にして規定を拡充
合に､「子どもの最善の利益」のために親として認める例外はあるとする。
49　女性が異議を唱えていない場合で、それが「子どもの最善の利益」にかなうと裁判所が判
断した場合である。逆に、15 歳の男性が 34 歳の女性と関係をもち子どもが生まれたケース（こ
れも制定法上の強姦になる）で、男性に子どもの養育費を命ずる裁判を取り上げて、制定法
上の強姦罪について法的対応の画一性を批判した論文として、Michael J. Higdon, Fatherhood 
by Conscription: Nonconsensual Insemination and the Duty of Child Support, 46 Ga. L. Rev. 
407 (2012).
50　この問題では、古いものだが、樋口範雄「代理母の親子関係」判例タイムズ 747 号『夫婦・
親子 215 題』184 頁（1991）。
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した。その代理母に関する部分の具体的内容は次のようなものである。
　第 1 に、代理母による生殖補助医療の当事者すべてに保護を厚くした。そ
の手段は、たとえば代理母契約についてそれぞれの当事者に独立した弁護士
による代理人をつけるよう求めたことである 51。しかも、代理母になる人が
経済的弱者である場合が多いことに配慮して、代理母の弁護士費用は、親に
なろうとする依頼人側で支払うと規定した 52。さらに、代理母が、妊娠中の
医療上の判断は（当然であるが）自分自身で決定できると明記した 53。
　第 2 に、代理母のうち、代理懐胎（gestational surrogacy）と伝統的な代
理母（genetic surrogacy）を区別した。後者について必要とされた、妊娠
前に代理母契約を裁判所でチェックする手続を前者では不要とし、さらに前
者については、親になろうと依頼した当事者が親であり、代理母契約が一定
の要件を満たす限り、裁判所の手続も不要にした 54。
　これに対し後者の伝統的代理母（この場合、代理母といっても遺伝的関係
もあるので母である）では、事前の裁判所の手続が必要なうえに、代理母の
同意を生後 72 時間までの間は撤回可能と定めた 55。
　このような UPA（2017）の定めには批判もある。代理懐胎（懐胎だけを
代理母に依頼するタイプ）の手続を簡略化しているのは、結局、母子の遺伝
的関係を重視しているからであり、遺伝中心主義の表れだとする批判がある。
それは遺伝的関係を必ずしも重視しない UPA（2017）の基本と相容れない
というのである。さらに後者の方が、受精卵移植を必要としない点で代理母
に対するリスクが軽いのに、その手続を重くするのは不合理だとする批判も
あった 56。
51　UPA(2017)§802(a)(5) and(b)(4).
52　UPA(2017)§803(8).
53　UPA(2017)§804(7).
54　UPA(2017)§809 (a).
55　UPA(2017)§§813 (a) and 814 (a)(2).
56　See, e.g., Sara L. Ainsworth, Bearing Children, Bearing Risks: Feminist Leadership for 
Progressive Regulation of Compensated Surrogacy in the United States, 89 Wash. L. Rev. 
1077, 1115 (2014).
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　このような批判に対しては、伝統的な代理母を認めている州がごく少数に
限られていること、そのような少数の州でも UPA（2017）で定めたような
要件を認めていること、さらに裁判例でも 2 つの種類の代理母を区別して取
り扱っていることなどを勘案し、このモデル法案ができるだけ多数の州で採
択される可能性を考えると、これが現実的な規定だと説明している 57。
⑥生殖補助医療への配偶子提供者と子どもの知る権利
　子どもの出自（identity）を知る権利は、近年、わが国でも議論が盛んで
ある 58。近年の動きとして、非配偶者間人工授精（AID）を行ってきた慶應大
学病院で、精子提供者の同意書に裁判所から開示を命じられると公表の可能
性があり、場合によっては扶養義務も発生する旨を記したところ、AID が 6
割に減少したとの報道がなされた 59。
　UPA（2017）はこの問題についても新たな規定を定めた 60。精子や卵子の
提供者に関する情報を、生まれた子が知ることができるかという難しい課題
である。アメリカでも、子どもが成人して後この種の情報を求める動きが生
じた 61。
　UPA（2017）は、中庸の道を選択した。第三者である精子・卵子提供者
について、その個人情報は原則として提供しないことにした。ただし、精子
バンクや不妊クリニックにこれらの情報の保存を義務づけて、子どもが成人
57　Preface, supra note 3, at 466-467.
58　本来、子どもの権利条約で出自を知る権利が唱えられたのは、国際間で子どもが移されて（国
際養子もあるが、非合法な場合もある）、自分の民族的・文化的出自と切り離されることの問
題性を強く意識したからである。わが国で、遺伝的な関係が「出自を知ること」だとされて
いる点には疑問がある。
59　たとえば、朝日新聞2019年 4月 3日「他人の精子使う人工授精、４割減　慶応大学の「ＡＩＤ」」。
60　第 9編を新設し、この問題に対処した。
61　そもそも同様の動きは、生殖補助医療と無関係に、それ以前から養子縁組の文脈で議論され
てきた。アメリカの養子は断絶養子で、親子関係を絶縁するばかりでなく、情報も遮断して
きたからである。だが、養子の場面では、実親と養子の情報を遮断しない open adoption と
いう選択肢が工夫されたほか、双方が望んでいる場合に限り情報を開示する仕組みがとられ
た。やや古いが、樋口範雄「アメリカ養子法」中川善之助・山畠正男編『新版・注釈民法（２４）
親族（４）』63 頁（有斐閣・1994）参照。
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後、情報提供を求めた場合、提供者に情報開示を認めてよいかを尋ねる体制
を整えさせた。
　さらに、提供者が誰かという情報とは別に、提供者の病歴などについては
成人した子どもからの求めがあれば、提供するよう誠実に務めるようにとい
う規定を置いた 62。
5　UPA（2017）の意義
　以上のような特色を有する UPA（2017）は、これを採択する州が今後増
加すれば、アメリカ家族法全体に大きな影響を及ぼす。
　アメリカの家族法を大きく 2 分すれば、家族のメンバーのうち、夫婦を典
型とする成人同士の関係と、親子を典型とする親と未成年の子の関係を規律
する部分に分かれる。アメリカの場合、成人した子と親の関係は基本的に法
の対象としていない。もちろん親子関係が切れるわけではないが、子どもも
成人すれば独立した個人として生きていくと想定されており、親の扶養義務
も、未成年の間だけである 63。
　このうち、夫婦または同棲のような成人同士の関係については、独立した
個人の選択を同性婚まで広げたことや、婚前契約や介護サービス契約の有効
性を認めて私的自治の尊重が原則となったために、家族法が規律する部分は
減少した 64。
　それに対し、親と未成年の子の関係は、一方が法の保護を必要とする存在
であるために、さらに生殖補助医療の発展や家族の多様化のために、家族法
の介入がいっそう求められる分野となった。その最初に、誰が親かを定める
必要があり、UPA（2017）はきわめて重要なモデル法である。
　その基本となる、どのような親のもとで生まれた子も平等に取り扱うとい
62　UPA（2017）§905 (b). 子どもに遺伝病があるかなどの情報提供は重要だとされる。
63　樋口範雄『親子と法―日米比較の試み』213 頁（弘文堂・1988）。
64　アメリカにおける家族間の介護サービス契約をめぐる動向については、樋口範雄「家族の介
護義務と社会保障―私的自治と契約の役割」『家庭の法と裁判』27 号 29 頁（2020）。
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う根本原則は合衆国憲法第 14 修正が求めるものであり、憲法に則した州法
（州家族法）を作るということは、UPA（1973）以来の一貫した目標だった。
その発展の中で、婚姻関係も性別も遺伝的関係も、法律上一定の意義は有す
るものの、それだけで、「子どもの最善の利益」を決定するものとはされな
くなった。むしろ事実上子どもとの関係を築き、子どもに親として行動して
いる人に、親としての地位・資格を認めることが､ 子どもの利益だと考える
ようになった。しかし、家族の多様化は、「子ども最善の利益」をどのよう
にして判断するのかという従来から難しかった問題をいっそう難しいものと
している。
　だが、この課題は、アメリカだけの課題ではない。それだけに、UPA（2017）
に表れたさまざまな特色は、わが国での議論にも必要不可欠な材料を提供し
ていると考えられる。
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